
 「個人を受託者とする信託の課題と対応策に関する考察」参考条文 

旧信託法（大正 11 年 4月 21 日法律第 62 号）抜粋 

 

第 4 条   受託者ハ信託行為ノ定ムル所ニ従ヒ信託財産ノ管理又ハ処分ヲ為スコトヲ要ス 
 

第 5 条   未成年者、成年被後見人、被保佐人及破産者ハ受託者ト為ルコトヲ得ス 
 

第 20 条  受託者ハ信託ノ本旨ニ従ヒ善良ナル管理者ノ注意ヲ以テ信託事務ヲ処理スルコト

ヲ要ス 
 

第 22 条  受託者ハ何人ノ名義ヲ以テスルヲ問ハス信託財産ヲ固有財産ト為シ又ハ之ニ付権

利ヲ取得スルコトヲ得ス但シ已ムコトヲ得サル事由アル場合ニ於テ裁判所ノ許可ヲ受ケ

信託財産ヲ固有財産ト為スハ此ノ限ニ在ラス 

２  前項ノ規定ハ受託者カ相続其ノ他包括名義ニ因リ信託財産ニ付権利ヲ承継スルコトヲ

妨ケス此ノ場合ニ於テハ第十八条ノ規定ヲ準用ス 
 

第 24 条  受託者数人アルトキハ信託財産ハ其ノ合有トス 

２  前項ノ場合ニ於テ信託行為ニ別段ノ定アル場合ヲ除クノ外信託事務ノ処理ハ受託者共

同シテ之ヲ為スコトヲ要ス但シ其ノ一人ニ対シテ為シタル意思表示ハ他ノ受託者ニ対シ

テモ其ノ効力ヲ生ス 
 

第 26 条  受託者ハ信託行為ニ別段ノ定アル場合ヲ除クノ外已ムコトヲ得サル事由アル場合

ニ限リ他人ヲシテ自己ニ代リテ信託事務ヲ処理セシムルコトヲ得 

２  前項ノ場合ニ於テハ受託者ハ選任及監督ニ付テノミ其ノ責ニ任ス信託行為ニ依リ他人

ヲシテ信託事務ヲ処理セシメタルトキ亦同シ 

３  受託者ニ代リテ信託事務ヲ処理スル者ハ受託者ト同一ノ責任ヲ負フ 
 

第 28 条  信託財産ハ固有財産及他ノ信託財産ト分別シテ之ヲ管理スルコトヲ要ス但シ信託

財産タル金銭ニ付テハ各別ニ其ノ計算ヲ明ニスルヲ以テ足ル 
 

第 39 条  受託者ハ帳簿ヲ備ヘ各信託ニ付其ノ事務ノ処理及計算ヲ明ニスルコトヲ要ス 

２  受託者ハ信託引受ノ時及毎年一回一定ノ時期ニ於テ各信託ニ付財産目録ヲ作ルコトヲ

要ス 
 

第 40 条  利害関係人ハ何時ニテモ前条ノ書類ノ閲覧ヲ請求スルコトヲ得 

２  委託者、其ノ相続人及受益者ハ信託事務ノ処理ニ関スル書類ノ閲覧ヲ請求シ且信託事

務ノ処理ニ付説明ヲ求ムルコトヲ得 

 

新信託法（平成 18 年 12 月 15 日法律第 108 号）抜粋 

 
第一章 総則（第一条―第十三条） 

（受託者の資格） 

第七条  信託は、未成年者又は成年被後見人若しくは被保佐人を受託者としてすることが

できない。  
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（受託者の利益享受の禁止） 

第八条  受託者は、受益者として信託の利益を享受する場合を除き、何人の名義をもって

するかを問わず、信託の利益を享受することができない。 

 

第三章 受託者等 

第二節 受託者の義務等 

（受託者の注意義務） 

第二十九条  受託者は、信託の本旨に従い、信託事務を処理しなければならない。  

２  受託者は、信託事務を処理するに当たっては、善良な管理者の注意をもって、これを

しなければならない。ただし、信託行為に別段の定めがあるときは、その定めるところに

よる注意をもって、これをするものとする。  
 
（忠実義務） 

第三十条  受託者は、受益者のため忠実に信託事務の処理その他の行為をしなければなら

ない。  
 
（利益相反行為の制限） 

第三十一条  受託者は、次に掲げる行為をしてはならない。  

一  信託財産に属する財産（当該財産に係る権利を含む。）を固有財産に帰属させ、又は

固有財産に属する財産（当該財産に係る権利を含む。）を信託財産に帰属させること。  

二  信託財産に属する財産（当該財産に係る権利を含む。）を他の信託の信託財産に帰属

させること。  

三  第三者との間において信託財産のためにする行為であって、自己が当該第三者の代理

人となって行うもの  

四  信託財産に属する財産につき固有財産に属する財産のみをもって履行する責任を負

う債務に係る債権を被担保債権とする担保権を設定することその他第三者との間におい

て信託財産のためにする行為であって受託者又はその利害関係人と受益者との利益が相

反することとなるもの  

２  前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、同項各号に掲げる行為を

することができる。ただし、第二号に掲げる事由にあっては、同号に該当する場合でも当

該行為をすることができない旨の信託行為の定めがあるときは、この限りでない。  

一  信託行為に当該行為をすることを許容する旨の定めがあるとき。  

二  受託者が当該行為について重要な事実を開示して受益者の承認を得たとき。  

三  相続その他の包括承継により信託財産に属する財産に係る権利が固有財産に帰属し

たとき。  

四  受託者が当該行為をすることが信託の目的の達成のために合理的に必要と認められ

る場合であって、受益者の利益を害しないことが明らかであるとき、又は当該行為の信託

財産に与える影響、当該行為の目的及び態様、受託者の受益者との実質的な利害関係の状

況その他の事情に照らして正当な理由があるとき。  
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３  受託者は、第一項各号に掲げる行為をしたときは、受益者に対し、当該行為について

の重要な事実を通知しなければならない。ただし、信託行為に別段の定めがあるときは、

その定めるところによる。  

４  第一項及び第二項の規定に違反して第一項第一号又は第二号に掲げる行為がされた

場合には、これらの行為は、無効とする。  

５  前項の行為は、受益者の追認により、当該行為の時にさかのぼってその効力を生ずる。  

６  第四項に規定する場合において、受託者が第三者との間において第一項第一号又は第

二号の財産について処分その他の行為をしたときは、当該第三者が同項及び第二項の規定

に違反して第一項第一号又は第二号に掲げる行為がされたことを知っていたとき又は知

らなかったことにつき重大な過失があったときに限り、受益者は、当該処分その他の行為

を取り消すことができる。この場合においては、第二十七条第三項及び第四項の規定を準

用する。  

７  第一項及び第二項の規定に違反して第一項第三号又は第四号に掲げる行為がされた

場合には、当該第三者がこれを知っていたとき又は知らなかったことにつき重大な過失が

あったときに限り、受益者は、当該行為を取り消すことができる。この場合においては、

第二十七条第三項及び第四項の規定を準用する。  
 
第三十二条  受託者は、受託者として有する権限に基づいて信託事務の処理としてするこ

とができる行為であってこれをしないことが受益者の利益に反するものについては、これ

を固有財産又は受託者の利害関係人の計算でしてはならない。  

２  前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、同項に規定する行為を固

有財産又は受託者の利害関係人の計算ですることができる。ただし、第二号に掲げる事由

にあっては、同号に該当する場合でも当該行為を固有財産又は受託者の利害関係人の計算

ですることができない旨の信託行為の定めがあるときは、この限りでない。  

一  信託行為に当該行為を固有財産又は受託者の利害関係人の計算ですることを許容す

る旨の定めがあるとき。  

二  受託者が当該行為を固有財産又は受託者の利害関係人の計算ですることについて重

要な事実を開示して受益者の承認を得たとき。  

３  受託者は、第一項に規定する行為を固有財産又は受託者の利害関係人の計算でした場

合には、受益者に対し、当該行為についての重要な事実を通知しなければならない。ただ

し、信託行為に別段の定めがあるときは、その定めるところによる。  

４  第一項及び第二項の規定に違反して受託者が第一項に規定する行為をした場合には、

受益者は、当該行為は信託財産のためにされたものとみなすことができる。ただし、第三

者の権利を害することはできない。  

５  前項の規定による権利は、当該行為の時から一年を経過したときは、消滅する。  
 
（公平義務） 

第三十三条  受益者が二人以上ある信託においては、受託者は、受益者のために公平にそ

の職務を行わなければならない。  
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（分別管理義務） 

第三十四条  受託者は、信託財産に属する財産と固有財産及び他の信託の信託財産に属す

る財産とを、次の各号に掲げる財産の区分に応じ、当該各号に定める方法により、分別し

て管理しなければならない。ただし、分別して管理する方法について、信託行為に別段の

定めがあるときは、その定めるところによる。  

一  第十四条の信託の登記又は登録をすることができる財産（第三号に掲げるものを除

く。） 当該信託の登記又は登録  

二  第十四条の信託の登記又は登録をすることができない財産（次号に掲げるものを除

く。） 次のイ又はロに掲げる財産の区分に応じ、当該イ又はロに定める方法 

イ 動産（金銭を除く。） 信託財産に属する財産と固有財産及び他の信託の信託財産に属

する財産とを外形上区別することができる状態で保管する方法 

ロ 金銭その他のイに掲げる財産以外の財産 その計算を明らかにする方法  

三  法務省令で定める財産 当該財産を適切に分別して管理する方法として法務省令で

定めるもの  

２  前項ただし書の規定にかかわらず、同項第一号に掲げる財産について第十四条の信託

の登記又は登録をする義務は、これを免除することができない。  
 
（信託事務の処理の委託における第三者の選任及び監督に関する義務） 

第三十五条  第二十八条の規定により信託事務の処理を第三者に委託するときは、受託者

は、信託の目的に照らして適切な者に委託しなければならない。  

２  第二十八条の規定により信託事務の処理を第三者に委託したときは、受託者は、当該

第三者に対し、信託の目的の達成のために必要かつ適切な監督を行わなければならない。  

３  受託者が信託事務の処理を次に掲げる第三者に委託したときは、前二項の規定は、適

用しない。ただし、受託者は、当該第三者が不適任若しくは不誠実であること又は当該第

三者による事務の処理が不適切であることを知ったときは、その旨の受益者に対する通知、

当該第三者への委託の解除その他の必要な措置をとらなければならない。  

一  信託行為において指名された第三者  

二  信託行為において受託者が委託者又は受益者の指名に従い信託事務の処理を第三者

に委託する旨の定めがある場合において、当該定めに従い指名された第三者  

４  前項ただし書の規定にかかわらず、信託行為に別段の定めがあるときは、その定める

ところによる。  
 
（信託事務の処理の状況についての報告義務） 

第三十六条  委託者又は受益者は、受託者に対し、信託事務の処理の状況並びに信託財産

に属する財産及び信託財産責任負担債務の状況について報告を求めることができる。  
 
（帳簿等の作成等、報告及び保存の義務） 

第三十七条  受託者は、信託事務に関する計算並びに信託財産に属する財産及び信託財産

責任負担債務の状況を明らかにするため、法務省令で定めるところにより、信託財産に係

る帳簿その他の書類又は電磁的記録を作成しなければならない。  
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２  受託者は、毎年一回、一定の時期に、法務省令で定めるところにより、貸借対照表、

損益計算書その他の法務省令で定める書類又は電磁的記録を作成しなければならない。  

３  受託者は、前項の書類又は電磁的記録を作成したときは、その内容について受益者（信

託管理人が現に存する場合にあっては、信託管理人）に報告しなければならない。ただし、

信託行為に別段の定めがあるときは、その定めるところによる。  

４  受託者は、第一項の書類又は電磁的記録を作成した場合には、その作成の日から十年

間（当該期間内に信託の清算の結了があったときは、その日までの間。次項において同じ。）、

当該書類（当該書類に代えて電磁的記録を法務省令で定める方法により作成した場合にあ

っては、当該電磁的記録）又は電磁的記録（当該電磁的記録に代えて書面を作成した場合

にあっては、当該書面）を保存しなければならない。ただし、受益者（二人以上の受益者

が現に存する場合にあってはそのすべての受益者、信託管理人が現に存する場合にあって

は信託管理人。第六項ただし書において同じ。）に対し、当該書類若しくはその写しを交

付し、又は当該電磁的記録に記録された事項を法務省令で定める方法により提供したとき

は、この限りでない。  

５  受託者は、信託財産に属する財産の処分に係る契約書その他の信託事務の処理に関す

る書類又は電磁的記録を作成し、又は取得した場合には、その作成又は取得の日から十年

間、当該書類（当該書類に代えて電磁的記録を法務省令で定める方法により作成した場合

にあっては、当該電磁的記録）又は電磁的記録（当該電磁的記録に代えて書面を作成した

場合にあっては、当該書面）を保存しなければならない。この場合においては、前項ただ

し書の規定を準用する。  

６  受託者は、第二項の書類又は電磁的記録を作成した場合には、信託の清算の結了の日

までの間、当該書類（当該書類に代えて電磁的記録を法務省令で定める方法により作成し

た場合にあっては、当該電磁的記録）又は電磁的記録（当該電磁的記録に代えて書面を作

成した場合にあっては、当該書面）を保存しなければならない。ただし、その作成の日か

ら十年間を経過した後において、受益者に対し、当該書類若しくはその写しを交付し、又

は当該電磁的記録に記録された事項を法務省令で定める方法により提供したときは、この

限りでない。  
 
（帳簿等の閲覧等の請求） 

第三十八条  受益者は、受託者に対し、次に掲げる請求をすることができる。この場合に

おいては、当該請求の理由を明らかにしてしなければならない。  

一  前条第一項又は第五項の書類の閲覧又は謄写の請求  

二  前条第一項又は第五項の電磁的記録に記録された事項を法務省令で定める方法によ

り表示したものの閲覧又は謄写の請求  

２  前項の請求があったときは、受託者は、次のいずれかに該当すると認められる場合を

除き、これを拒むことができない。  

一  当該請求を行う者（以下この項において「請求者」という。）がその権利の確保又は

行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき。  

二  請求者が不適当な時に請求を行ったとき。  
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三  請求者が信託事務の処理を妨げ、又は受益者の共同の利益を害する目的で請求を行っ

たとき。  

四  請求者が当該信託に係る業務と実質的に競争関係にある事業を営み、又はこれに従事

するものであるとき。  

五  請求者が前項の規定による閲覧又は謄写によって知り得た事実を利益を得て第三者

に通報するため請求したとき。  

六  請求者が、過去二年以内において、前項の規定による閲覧又は謄写によって知り得た

事実を利益を得て第三者に通報したことがあるものであるとき。  

３  前項（第一号及び第二号を除く。）の規定は、受益者が二人以上ある信託のすべての

受益者から第一項の請求があったとき、又は受益者が一人である信託の当該受益者から同

項の請求があったときは、適用しない。  

４  信託行為において、次に掲げる情報以外の情報について、受益者が同意をしたときは

第一項の規定による閲覧又は謄写の請求をすることができない旨の定めがある場合には、

当該同意をした受益者（その承継人を含む。以下この条において同じ。）は、その同意を

撤回することができない。  

一  前条第二項の書類又は電磁的記録の作成に欠くことのできない情報その他の信託に

関する重要な情報  

二  当該受益者以外の者の利益を害するおそれのない情報  

５  受託者は、前項の同意をした受益者から第一項の規定による閲覧又は謄写の請求があ

ったときは、前項各号に掲げる情報に該当する部分を除き、これを拒むことができる。  

６  利害関係人は、受託者に対し、次に掲げる請求をすることができる。  

一  前条第二項の書類の閲覧又は謄写の請求  

二  前条第二項の電磁的記録に記録された事項を法務省令で定める方法により表示した

ものの閲覧又は謄写の請求  
 
（他の受益者の氏名等の開示の請求） 

第三十九条  受益者が二人以上ある信託においては、受益者は、受託者に対し、次に掲げ

る事項を相当な方法により開示することを請求することができる。この場合においては、

当該請求の理由を明らかにしてしなければならない。  

一  他の受益者の氏名又は名称及び住所  

二  他の受益者が有する受益権の内容  

２  前項の請求があったときは、受託者は、次のいずれかに該当すると認められる場合を

除き、これを拒むことができない。  

一  当該請求を行う者（以下この項において「請求者」という。）がその権利の確保又は

行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき。  

二  請求者が不適当な時に請求を行ったとき。  

三  請求者が信託事務の処理を妨げ、又は受益者の共同の利益を害する目的で請求を行っ

たとき。  

四  請求者が当該信託に係る業務と実質的に競争関係にある事業を営み、又はこれに従事
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するものであるとき。  

五  請求者が前項の規定による開示によって知り得た事実を利益を得て第三者に通報す

るため請求を行ったとき。  

六  請求者が、過去二年以内において、前項の規定による開示によって知り得た事実を利

益を得て第三者に通報したことがあるものであるとき。  

３  前二項の規定にかかわらず、信託行為に別段の定めがあるときは、その定めるところ

による。  

 

第三節 受託者の責任等  

（受託者の損失てん補責任等） 

第四十条  受託者がその任務を怠ったことによって次の各号に掲げる場合に該当するに

至ったときは、受益者は、当該受託者に対し、当該各号に定める措置を請求することがで

きる。ただし、第二号に定める措置にあっては、原状の回復が著しく困難であるとき、原

状の回復をするのに過分の費用を要するとき、その他受託者に原状の回復をさせることを

不適当とする特別の事情があるときは、この限りでない。  

一  信託財産に損失が生じた場合 当該損失のてん補  

二  信託財産に変更が生じた場合 原状の回復  

２  受託者が第二十八条の規定に違反して信託事務の処理を第三者に委託した場合にお

いて、信託財産に損失又は変更を生じたときは、受託者は、第三者に委託をしなかったと

しても損失又は変更が生じたことを証明しなければ、前項の責任を免れることができない。  

３  受託者が第三十条、第三十一条第一項及び第二項又は第三十二条第一項及び第二項の

規定に違反する行為をした場合には、受託者は、当該行為によって受託者又はその利害関

係人が得た利益の額と同額の損失を信託財産に生じさせたものと推定する。  

４  受託者が第三十四条の規定に違反して信託財産に属する財産を管理した場合におい

て、信託財産に損失又は変更を生じたときは、受託者は、同条の規定に従い分別して管理

をしたとしても損失又は変更が生じたことを証明しなければ、第一項の責任を免れること

ができない。 
 
（損失てん補責任等の免除） 

第四十二条  受益者は、次に掲げる責任を免除することができる。  

一  第四十条の規定による責任  

二  前条の規定による責任 

 

第四節 受託者の費用等及び信託報酬等 

（受託者の信託報酬） 

第五十四条  受託者は、信託の引受けについて商法（明治三十二年法律第四十八号）第五

百十二条の規定の適用がある場合のほか、信託行為に受託者が信託財産から信託報酬（信

託事務の処理の対価として受託者の受ける財産上の利益をいう。以下同じ。）を受ける旨

の定めがある場合に限り、信託財産から信託報酬を受けることができる。  
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２  前項の場合には、信託報酬の額は、信託行為に信託報酬の額又は算定方法に関する定

めがあるときはその定めるところにより、その定めがないときは相当の額とする。  

３  前項の定めがないときは、受託者は、信託財産から信託報酬を受けるには、受益者に

対し、信託報酬の額及びその算定の根拠を通知しなければならない。  

４  第四十八条第四項及び第五項、第四十九条（第六項及び第七項を除く。）、第五十一条

並びに第五十二条並びに民法第六百四十八条第二項及び第三項の規定は、受託者の信託報

酬について準用する。 

 

第五節 受託者の変更等  

第一款 受託者の任務の終了  

（受託者の任務の終了事由） 

第五十六条  受託者の任務は、信託の清算が結了した場合のほか、次に掲げる事由によっ

て終了する。ただし、第三号に掲げる事由による場合にあっては、信託行為に別段の定め

があるときは、その定めるところによる。  

一  受託者である個人の死亡  

二  受託者である個人が後見開始又は保佐開始の審判を受けたこと。  

三  受託者（破産手続開始の決定により解散するものを除く。）が破産手続開始の決定を

受けたこと。  

四  受託者である法人が合併以外の理由により解散したこと。  

五  次条の規定による受託者の辞任  

六  第五十八条の規定による受託者の解任  

七  信託行為において定めた事由  

２  受託者である法人が合併をした場合における合併後存続する法人又は合併により設

立する法人は、受託者の任務を引き継ぐものとする。受託者である法人が分割をした場合

における分割により受託者としての権利義務を承継する法人も、同様とする。  

３  前項の規定にかかわらず、信託行為に別段の定めがあるときは、その定めるところに

よる。  

４  第一項第三号に掲げる事由が生じた場合において、同項ただし書の定めにより受託者

の任務が終了しないときは、受託者の職務は、破産者が行う。  

５  受託者の任務は、受託者が再生手続開始の決定を受けたことによっては、終了しない。

ただし、信託行為に別段の定めがあるときは、その定めるところによる。  

６  前項本文に規定する場合において、管財人があるときは、受託者の職務の遂行並びに

信託財産に属する財産の管理及び処分をする権利は、管財人に専属する。保全管理人があ

るときも、同様とする。  

７  前二項の規定は、受託者が更生手続開始の決定を受けた場合について準用する。この

場合において、前項中「管財人があるとき」とあるのは、「管財人があるとき（会社更生

法第七十四条第二項（金融機関等の更生手続の特例等に関する法律第四十七条及び第二百

十三条において準用する場合を含む。）の期間を除く。）」と読み替えるものとする。 
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第四章 受益者等 

第一節 受益者の権利の取得及び行使 

（受益者指定権等） 

第八十九条  受益者を指定し、又はこれを変更する権利（以下この条において「受益者指

定権等」という。）を有する者の定めのある信託においては、受益者指定権等は、受託者

に対する意思表示によって行使する。  

２  前項の規定にかかわらず、受益者指定権等は、遺言によって行使することができる。  

３  前項の規定により遺言によって受益者指定権等が行使された場合において、受託者が

これを知らないときは、これにより受益者となったことをもって当該受託者に対抗するこ

とができない。  

４  受託者は、受益者を変更する権利が行使されたことにより受益者であった者がその受

益権を失ったときは、その者に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。ただ

し、信託行為に別段の定めがあるときは、その定めるところによる。  

５  受益者指定権等は、相続によって承継されない。ただし、信託行為に別段の定めがあ

るときは、その定めるところによる。  

６  受益者指定権等を有する者が受託者である場合における第一項の規定の適用につい

ては、同項中「受託者」とあるのは、「受益者となるべき者」とする。 

 

第九章 限定責任信託の特例  

第一節 総則  

（限定責任信託の要件） 

第二百十六条  限定責任信託は、信託行為においてそのすべての信託財産責任負担債務に

ついて受託者が信託財産に属する財産のみをもってその履行の責任を負う旨の定めをし、

第二百三十二条の定めるところにより登記をすることによって、限定責任信託としての効

力を生ずる。  

２  前項の信託行為においては、次に掲げる事項を定めなければならない。  

一  限定責任信託の目的  

二  限定責任信託の名称  

三  委託者及び受託者の氏名又は名称及び住所  

四  限定責任信託の主たる信託事務の処理を行うべき場所（第三節において「事務処理地」

という。）  

五  信託財産に属する財産の管理又は処分の方法  

六  その他法務省令で定める事項 
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現行信託業法（平成 18 年 12 月 15 日法律第 109 号）抜粋 

 
第一章 総則  

（定義）  

第二条  この法律において「信託業」とは、信託の引受け（他の取引に係る費用に充てる

べき金銭の預託を受けるものその他他の取引に付随して行われるものであって、その内容

等を勘案し、委託者及び受益者の保護のため支障を生ずることがないと認められるものと

して政令で定めるものを除く。 

２～１５  略 
 
第二章 信託会社  

第三節 業務 

（信託財産に係る行為準則）  

第二十九条  信託会社は、その受託する信託財産について、次に掲げる行為をしてはなら

ない。  

一  通常の取引の条件と異なる条件で、かつ、当該条件での取引が信託財産に損害を与え

ることとなる条件での取引を行うこと。  

二  信託の目的、信託財産の状況又は信託財産の管理若しくは処分の方針に照らして不必

要な取引を行うこと。  

三  信託財産に関する情報を利用して自己又は当該信託財産に係る受益者以外の者の利

益を図る目的をもって取引（内閣府令で定めるものを除く。）を行うこと。  

四  その他信託財産に損害を与え、又は信託業の信用を失墜させるおそれがある行為とし

て内閣府令で定める行為  

２  信託会社は、信託行為において次に掲げる取引を行う旨及び当該取引の概要について

定めがあり、又は当該取引に関する重要な事実を開示してあらかじめ書面若しくは電磁的

方法による受益者（信託管理人又は受益者代理人が現に存する場合にあっては、当該信託

管理人又は受益者代理人を含む。）の承認を得た場合（当該取引をすることができない旨

の信託行為の定めがある場合を除く。）であり、かつ、受益者の保護に支障を生ずること

がない場合として内閣府令で定める場合を除き、次に掲げる取引をしてはならない。  

一  自己又はその利害関係人（株式の所有関係又は人的関係において密接な関係を有する

者として政令で定める者をいう。）と信託財産との間における取引  

二  一の信託の信託財産と他の信託の信託財産との間の取引  

三  第三者との間において信託財産のためにする取引であって、自己が当該第三者の代理

人となって行うもの  

３  信託会社は、前項各号の取引をした場合には、信託財産の計算期間ごとに、当該期間

における当該取引の状況を記載した書面を作成し、当該信託財産に係る受益者に対し交付

しなければならない。ただし、当該書面を受益者に対し交付しなくても受益者の保護に支

障を生ずることがない場合として内閣府令で定める場合は、この限りでない。  

４  第二十六条第二項の規定は、受益者に対する前項の書面の交付について準用する。 


